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企業で活躍するための「非認知能力」 

本研究の概要 

非認知能力を多面的に測定した結果を評価するシステムを開発し，人事評価において活用す

るために，一般企業の正社員・役員を対象とした被調査者の異なる 2 回の Web 調査（予備調

査，および本調査）によって，8 つの尺度による非認知能力の測定を実施した。 

 

予備調査では，8 つの尺度について各 15 項目，合計 120 の尺度項目について 1 因子の最尤

法による因子分析を行い，最適な 80 の尺度項目（8 尺度，各 10 項目）を選択した。探索的因

子分析の結果，8 つの尺度の尺度得点は，「協力して成果を生み出す力」「主体的創造的に道を

開く力」「批判的に問題を解決する力」という三つの因子によって説明されることが示唆され

た。 

 

本調査では，予備調査で得られた 80 の尺度項目の質問紙に対して，被調査者の自己評定に

ついて探索的因子分析を行い，予備調査で確認した尺度間の因子構造が再現された。 

次に，被調査者が思い浮べる理想の上司，または望ましい部下について，自己評定と同じ尺

度項目を用いて評価してもらい，このような他者への評定と自己評定との相関分析を行ったと

ころ，自己評定と上司，または部下への評定は異なるメカニズムによってなされている可能性

が高いことや，職場において強化・滋養すべき能力がキャリアに応じて異なることが示唆され

た。さらに，尺度得点を用いて，自己評定よりも上司や部下などの他者に多くを望む程度を数

値化した「高望み指数」によって，職場で活躍する人物が身に付ける非認知能力は，コミュニ

ケーション力，協働力，批判的思考力，問題解決力1の４つである可能性があることが分かっ

た。 

最後に，回答者の属性別の分散分析により，自己評定は職場における役割に応じて左右され

ることや，理想の上司，または望ましい部下に望むものは企業の役員・正社員の間で共通して

いることが示唆された。 

 

本研究により，多面的な非認知能力の評価のための測定範囲の設定，およびデータに基づく

客観的な判断基準（指標）を定めることができ，日本の企業における社員の非認知能力を測る

基礎ができたと考えられる。また，他者評定におけるバイアスにおいても参考となる結果を得

ることができた。さらに，各属性との関連についても，妥当な結果を得ることができた。 

  

 
1 批判的思考力，問題解決力は，論理的思考力等の「認知能力」と判断できる側面を含んでいるが，当財

団では，非認知能力として扱っている。 



3 

 

1 はじめに 

厚生労働省が発表した令和 2 年の統計によれば，就職後３年以内の離職率は新規高卒就

職者 36.9％，新規大卒就職者 31.2％であるという。驚くべき高い数値である。このように

大量の離職者が生じるのは，労働条件の課題とともに，職場での人間関係，新人が力を発揮

できなかったことも要因として挙げられる。このような要因による離職者を生じさせない

ためには，企業において，職場の環境に適応し，成果を上げる人の特徴を把握した上で，職

場の環境とそこで働く人について，的確な評価をすることが重要な課題である。 

 

企業におけるパフォーマンスを予測する変数として，コンピテンスやコンピテンシーと

いう用語をしばしば耳にするようになった。コンピテンスは，もともと，教育学や心理学

において，良い成果を出す特性として提案された概念であるが，職場の環境を前提とし

て，実際に成果を上げる特性を指す言葉として，コンピテンシーというようである。重要

なのは，コンピテンスやコンピテンシーという場合に，成果を生み出す特性として，知識

や能力などの認知的要因以外の変数の重要性を強調していることである。 

 

職場において成果を安定的にあげるには，知識，知能，技量が影響することはもちろん

である。しかし，職場で，継続的に高い動機付けを保つためには，同僚，上司，部下との

人的関係や，仕事に向き合う熱意，信念が重要である。知識，知能，技量などを，「認知

的能力」とまとめるとすると，企業におけるパフォーマンスに強く影響するが，「認知能

力」と異なる能力特性を「非認知能力」と呼ぶことができるであろう。非認知能力にはど

のようなものがあり，どのようにパフォーマンスに影響するかが焦点になるが，「非認知

能力」としてどのようなものがあるのかについては，専門家の間でも一致が見られない。 

 

本研究では，企業におけるパフォーマンスに影響する「非認知能力」を 8 つの尺度とす

る質問紙を作成した。作成のプロセスはのちに詳述するが，ここで大まかに記しておく。

(1) まず，文献を検索し，非認知能力の構成概念を意味する質問項目を収集し，それらを

理論的・体系的に整理した。(2) 次に，8 つの構成概念を企業におけるパフォーマンスに

影響する尺度と想定し，(1)で収集した質問項目を検討し，表現を統一し，予備項目とし

た。これらの予備項目から，多変量解析の手法に従い，構成概念の各々を測定するための

1 次元性の高い 8 つの尺度を構成した。最初のステップはトップダウン的な理論的整理で

あるが，因子分析を主とする多変量解析のデータ分析は，ボトムアップ的に評価システム

の形を定めることを目的とする。(3) これらの尺度の意味を明らかにし，解釈を容易にす

るために，これら 8 つの尺度によって測定される対象を 3 つの因子（協力して成果を生み

出す力，主体的創造的に道を開く力，批判的に問題を解決する力）にまとめた。(4) 完成
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した質問紙の尺度得点が，いくつかの外的要因とどのように相関しているかについて調査

した。 

 

 本研究で完成された測定評価の用具は質問紙であり，調査対象者の自己の認識に基づい

ている。そのような意味で限界を持つが，自らが持つ自己概念の正直な反映であるという利

点もある。この質問紙の結果は，冒頭で述べた新卒者の離職を防ぐために活用する以外にも，

いろいろな場面で使用することができる。採用するか否かの面接の補助資料として使うこ

ともできるし，職場における最適な配置のための資料にもなる。また，人生 100 年時代に

おいて，退職後の再雇用や再就職の手がかりともなる。この質問紙の結果を，社員研修にお

ける自己発見の契機として，自分を客観的に見るための基礎資料とすることができる。要す

るに，このように開発された質問紙評価システムは，人材資源を有効に活用するための方策

（Human Resource Management, HRM）全般に役に立つ情報を与えることを可能にする。 

 

1-1 本研究の目的 

研究の最終目的は，企業におけるパフォーマンス評価のために，非認知能力を多面的に測定

した結果を評価するシステムを開発し，人事評価において活用することである。この評価シス

テムは，自己評定のためだけではなく，集団行動の観察スケール，あるいは他者（例えば，上

司，同僚）の評価を調査するためにも使用することができる。本研究では，そのための客観的

な判断基準（指標）を設定するために２回の調査を行った（予備調査・本調査）。それぞれの調

査の目的は，次の通りである。 

【予備調査】 

・測定対象とする非認知能力の要素ごとに，最適な尺度項目（要素を測定するための質問項

目）を選択し，等質な尺度を得る。 

・測定対象とする非認知能力要素の尺度構造を確認する。 

【本調査】  

・被調査者の自己評定について，予備調査において設定した尺度構造の妥当性を検証する。 

・被調査者の理想の上司，または望ましい部下について，自己評定と同じ尺度項目を用いて

評価し，自己評定と他者に求める非認知能力特性の関連について考察する。 

・属性と自己評定，他者評定との関連について考察する。 

1-2 非認知能力評価の現状と多面的な評価の必要性 

近年，労働市場における生産性と非認知能力の関連性が重要視されており（Kautz T，et 

al. , 2014），「日本でも非認知能力が，教育や社会の課題を解決する糸口の一つとして，また，

子どもの将来の成功を予測しうるものとして注目されるようになった」が，その一方，「非認知
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能力とは何であり，具体的に何をどうすればよいのかについての議論やそのための知見の積み

上げは十分ではない」（西田他，2018）とされている。 

 

非認知能力の測定指標には，様々なものが提案されている。 

たとえば，GRIT 指標は，Duckworth, Peterson, Matthews, & Kelly（2007）によって，長

期目標に対する情熱と粘り強さからなる非認知的特性として開発されたものであり，評価する

非認知能力の範囲を絞って測定している指標である。 

また，安定性のある尺度として，経済学においては，Big Five 理論の性格特性 5 因子（以下

「Big Five」）を用いて「アウトカムへの因果的な効果や，非認知能力が賃金へ与える影響のメ

カニズムを分析することに焦点をあてている」（李，2014）。Big Five は，心理学の尺度である

が，国内外を問わず，Big Five，あるいは Big Five と GRIT，モチベーション，自尊心等の尺

度とのセットが多くみられる。 

 

Zhou（2017）は，国際レベルで広く研究されている非認知能力スキルは，社会的スキル

（conscientiousness），自制心（self-control），GRIT などごくわずかとし，これらの非認知能

力が労働市場の結果と有意に関連しているとしながらも，測定はしっかりとは確定されていな

いと指摘している。「非認知的能力の労働市場成果への影響を測ろうとする経済学的研究は活発

化しているものの，非認知的能力を代替変数ではなく，能力そのものとして，更には実際の仕

事の環境が異なっても標準化され，比較可能なかたちで測定する方法はいまだに開発されてい

ない」（山田他，2018）との指摘もある。 

 

国内で非認知尺度を社会人向けに研究開発している事例としては，経済産業省が提唱した

「社会人基礎力」を社会で求められる非認知能力としている研究（伊藤他，2020）や，総合適

性検査（SPI3）のデータを使用した研究（乾他，2019）があるものの，非認知能力の指標とし

ては，現段階では研究途上であると考えられる。 

 

その他，近年，日本の企業の人事考課に導入2されている，コンピテンシーモデルは，「高業

績者（Hi-Performer）の成果達成の行動特性をモデル化したものと言われている」（谷内，

2001）が，多様な人材を生かす評価としては社員の潜在的な能力の一面を評価しているに過ぎ

ない。 

 

 
2 「用いられる領域や状況によって，様々な意味で用いられている」（岩脇，2007）。加藤（2011）においても，同様

の指摘がされている。 
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このような限られた範囲の非認知能力や，限られた人材の能力を評価することが，人事の停

滞に繋がっている可能性があり，多様な非認知能力の要素を評価することが重要であると考え

られる（図 1）。 

 

 

図 1 企業における人事評価のイメージ 
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2 測定対象とする非認知能力の要素 

当財団では，能力の要素を検討する際，「性格特性」の要素と「能力」の要素とを区別した概

念整理を行い，図 2 の概念図にまとめた。その上で，当財団で設定している非認知能力の 17

の要素について，9 の要素を評価対象としている。具体的には，個々人の持つ能力に関連する

要素（図 2 の白囲み部分，問題解決力，批判的思考力，協働力，コミュニケーション力，主体

性，自己管理能力，自己肯定感，独自性，探究心）を評価対象とし，社会背景や時代によって

変化する価値観や，個人の人間性にあたる要素（共感性，道徳心，倫理観，規範意識，公共

性）を評価対象外とした。3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 「非認知能力の育成と発揮」に関する要素概念図（日本生涯学習総合研究所 作成） 

 

さらに，これらの概念の相互関連を調べるために，当財団において過去に企業の役員・正社

員に対して実施したインタビュー調査，および高等教育機関の学部長，研究科長，学生に対し

て実施した調査データから得られた因子構造に関する知見に基づき，理論的に検討し，独自

性，探究心を統合し，独創力として，測定することが適当であると判断した。つまり，本研究

においては，8 つの要素（問題解決力，批判的思考力，協働力，コミュニケーション力，主体

性，自己管理能力，自己肯定感，独創力）を企業におけるパフォーマンスに影響する要素と

し，それぞれの要素を測定する尺度を作成する。 

 

 

 
3 「『非認知能力』の概念に関する考察Ⅱ～「非認知能力」の要素における関連性の観点から～」（改訂版）p.24，およ

び「『非認知能力』の概念に関する考察（集約版）」p.28 
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3 調査概要 

3-1 調査概要 

本研究のデータを取得するために，一般企業の正社員・役員を対象とした被調査者の異なる

2 回の Web 調査（予備調査，および本調査）を実施した。 

予備調査の被調査者は，155 名。本調査は， 1,000 名に実施したが，得られたデータのうち

不誠実な回答行為により信頼できないと判断した 237 名分のデータを分析対象外とし，合計の

人数は 763 名となった（表 1）。 

 

表 1 調査概要 

 

 

 

＊1000 サンプル中，237 名分析除外対象 

 

 

 

3-2 調査項目 

予備調査では，属性，および尺度項目の自己評定，本調査では，属性，および尺度項目の自

己評定，他者評定で構成した。 

 

(1)属性 

予備調査では，「業種」，「会社規模」，「現在の職種」，「現在の役職」，「性別」の 5 項目につ

いて質問した。 

本調査では，「業種」，「会社規模」，「現在の職種」，「過去の経験職種」，「現在の会社での勤続

年数」，「現在の役職」，「部下を持った経験（最大部下人数）」，「転職の希望（転職意欲）」，「性

別」，「年代」の 10 項目について質問した。 

 

(2)尺度項目 

予備調査では，コミュニケーション力，協働力，自己管理能力，自己肯定感，主体性，独創力，

批判的思考力，問題解決力の８つの非認知能力の尺度を，それぞれ 15 項目を用いて，120 項目

の尺度項目について質問し，本調査では，予備調査によって完成された 80 項目（8 尺度それぞ

れ 10 項目）を用いた。 

予備調査 本調査

2021年  8月 2021年12月

155名 763 名 

 役　員 35名 70名 

 部　長 14名 84名 

 課　長 21名 134名 

 主　任 24名 160名 

 役職ナシ 61名 315名 

Web調査　実 施 方 法

　実 施 時 期

　調 査 対 象 企業の役員・正社員  

　被調査者数

役職

内訳
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また，予備調査では，被調査者が自己評定を行い，本調査では，被調査者全員が自己評定に加

えて，ランダムに選ばれた半数ずつに対して，同じ尺度項目を用いて，職場において理想的と考

える上司，および理想的と考える部下の非認知能力特性について評定（他者評定）を行った（表

2）。予備調査における教示文は，次の通りである。 

 

以下の質問文について，どの程度あなたに当てはまりますか。「5. よく当てはまる 4. ど

ちらかと言えば当てはまる 3.どちらとも言えない 2.どちらかと言えば当てはまらない 

1. 当てはまらない」の中から 1 つ選んでください。 

理想の姿の自分ではなく，ありのままを直感的に回答してください。質問項目は 120 項目

あります。 

※本調査では，自己評定・他者評定ともに，質問項目を「80 項目」（波線部分）とした。他者評定について

は，上司評定は，「理想的だと思う上司を思い浮かべ，どの程度当てはまるかを回答してください。」と

し，部下評定は，「望ましい部下を思い浮かべ，どの程度当てはまるかを回答してください。」とした（下

線部分）。二重下線部分は，いずれも「その人をイメージして，直感的に回答してください。」とした。 

 

表 2 予備調査，本調査における調査項目 

 

5項目 ･業種

･会社規模

･現在の職種

･現在の役職

･性別

10項目 ･業種

･会社規模

･現在の職種

･過去の経験職種

･現在の会社での勤続年数

･現在の役職

･部下を持った経験（最大部下人数）

･転職の希望（転職意欲）

･性別

･年代

測定尺度 8尺度

･問題解決力

･批判的思考力

･協働力

･コミュニケーション力

･主体性

･自己管理能力

･自己肯定感

･独創力

8尺度

･問題解決力

･批判的思考力

･協働力

･コミュニケーション力

･主体性

･自己管理能力

･自己肯定感

･独創力

項目数 120項目 15項目×上記8尺度 80項目
予備調査によって完成された質問紙

10項目×上記8尺度

選択肢 5件法

5. よく当てはまる

4. どちらかと言えば当てはまる

3.どちらとも言えない

2.どちらかと言えば当てはまらない

1. 当てはまらない

5件法

5. よく当てはまる

4. どちらかと言えば当てはまる

3.どちらとも言えない

2.どちらかと言えば当てはまらない

1. 当てはまらない

評価対象 自己評定
自己評定

他者評定：理想的だと思う上司、望ましい部下

尺度項目

属　　性

予備調査 本調査
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3-3 予備調査における尺度項目（予備項目） 

予備調査において使用した尺度項目は，「当財団における『非認知能力の要素』および『下位

項目』一覧表」（以下，「下位項目一覧表」，pp.27-28 別表 1）を作成する際に収集した質問項

目 1,498 項目のうち，本研究において測定対象とする要素に関わる 810 項目を参考に，尺度ご

との「下位項目要点表」（非公開）に記載している項目を一通り網羅するように，7 段階の手順

を経て，尺度ごとに 15 項目，計 120 の項目群を設定した（網羅状況については，p.29 別表 2

参照）。この 120 項目には，当該調査の尺度項目作成にあたり参考とした質問項目に類似して

いる尺度項目が 7 項目あったが，その他は，オリジナルであると判断してよい。 

 

尺度毎の質問項目の例を以下に列挙する。 

 

・問題解決力 ：いくつかの情報をもとに，その場の状況を把握することができる。 

・批判的思考力 ：問題を複数の視点から検討することができる。 

・協働力 ：グループの中で意見が異なるとき，合意が得られるように行動する。 

・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力 ：相手に応じた適切な表現を選択できる。 

・主体性 ：自分なりの価値観に基づいて，行動している。 

・自己管理能力 ：口止めされたことは口外しない。 

・自己肯定感 ：自分の欠点も受容している。 

・独創力 ：自分のアイデアを生かして，新しいことを始める。 

 

なお，被調査者には，対応する尺度を示さず，質問項目はランダムに並べ替えている。 
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4 「非認知能力」を測定するための最適な尺度項目 

4-1 等質性の高い尺度項目の選択 

予備調査から得られたデータについて，想定した 8 つの尺度の項目群（尺度ごとに 15 項

目）の収集が妥当であることを前提として，2 種類の方法で尺度ごとに等質性の高い 10 項目を

選び，それらを最適な尺度項目とした。 

 方式 1  

尺度ごとの 15 項目に対し，因子数１で最尤法による因子分析を行い，等質性の高い指標

として，項目ごとに主因子負荷量を求めた。次に，同じ尺度であると仮定している 15 項

目の中から，この主因子負荷量が大きい上位 12 項目を選択した。最後に，この 12 項目に

対する因子分析を行い，新たに主因子負荷量を求めた上で，その値の大きい上位 10 項目

を選択した。 

 方式 2  

方式 1 と同じ方法で，15 項目の因子分析による上位 10 個の項目を選択した。この方式に

より選ばれた 10 項目と，方式 1 により選ばれた 10 項目の間にはほとんど差異がなかっ

た。 

 

 

図 3 方式 1 および方式 2 の作業イメージ 
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4-2 あらかじめ想定された尺度を超える尺度項目の確認 

前頁に説明した，方式１と方式２は，予め設定した尺度の候補になっている項目からの選択で

ある。しかし，事前に設定した枠組みが完全である保証はなく，それぞれの尺度を構成する候補

となっている項目以外に，より適切な項目が潜んでいる可能性がある。この可能性を評価するた

めに，8 尺度を代表する主因子得点と，すべての項目得点との相関係数を算出した。あらかじめ

設定した尺度構造が妥当であれば，主因子得点と最も高い相関を持つ項目は，等質性を基準とし

て選ばれた 10 項目に一致するはずである。この検討は，この質問紙全体の構造を検証するため

に有効な方法であり，また，場合によっては，各尺度を構成する項目を入れ替えることも考えら

れる。 

 

図 4 あらかじめ想定された尺度を超える尺度項目の確認作業のイメージ 

 

その結果，コミュニケーション力，自己肯定感，独創力の 3 尺度については，10 項目全てが

あらかじめ想定していた尺度項目であった。あらかじめ想定した尺度に含まれない他の項目が

上位 10 項目に入った項目が，80 項目中 7 項目あった。この 7 項目は，もともと想定した尺度

との相関も高く，別の尺度の主因子との相関よりも高いか，ほぼ同じような値を示しており，尺

度項目の含意を検討した結果，いずれも想定した尺度から変更する必要はないと判断した。以上

のことから，想定した尺度は適切であったと言える。参考として，調査実施時の下位項目網羅状

況と最適な尺度項目選択後の下位項目網羅状況を p.30 別表 3 に記載しておく。  
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5 データの分析 

予備調査，本調査から得られたデータについて，(1)社会で活躍するための「非認知能力」の

特徴（尺度構造の確認），(2)理想の上司，または望ましい部下に望むもの（自己評定と他者評

定との評価傾向の違い），(3)属性による評価傾向の違いの 3 点について検証した。 

5-1 社会で活躍するための「非認知能力」の特徴（尺度構造の確認） 

社会で活躍するための「非認知能力」の尺度の意味を明らかにし，その特徴を理解するため

に，最適な尺度項目の回答データの因子分析を行った。 

予備調査における回答データを分析した結果，「協力して成果を生み出す力」，「主体的創造的

に道を開く力」，「批判的に問題を解決する力」の 3 因子構造であることが確認できた。さら

に，本調査の自己評定についても同様に因子分析を行い，本調査の結果データでも予備調査に

おける尺度構造が再現された。 

 

(1)予備調査における因子構造 

ｐ.11 方式 1 によって選択した等質性を高める項目選択後の最適な尺度項目 80 項目，被調査

者 155 名分の尺度得点（合計得点）に基づく因子数 2 の場合と因子数 3 の場合の因子分析を行

った。推定法は最尤法で得られた解のプロマックス回転である。なお，この解は斜交回転によ

って得られているので，因子負荷量が１を超える場合があることに留意されたい。 

 

因子数 2 の場合，因子間相関は 0.78 であった（因子負荷については，省略）。 

因子数 3 の場合，因子負荷については，表 3 の通りとなった。因子間相関は，次頁表 4 の通

りとなった。 

 

表 3 尺度得点から得られた因子負荷（３因子） 

尺度 第一因子 第二因子 第三因子 共通性 複雑性4 

協働力  1.02 -0.18 0.06 0.86 1.1 

自己管理能力  0.65 0.10 0.03 0.58 1.1 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力  0.44 0.26 0.23 0.72 2.2 

主体性 0.11 0.83 0.02 0.87 1.0 

独創力  -0.22 0.77 0.26 0.69 1.4 

自己肯定感 0.40 0.52 -0.16 0.56 2.1 

批判的思考力 0.05 0.04 0.93 1.00 1.0 

問題解決力 0.27 0.25 0.45 0.78 2.3 

 

 
4 各尺度が因子の単純構造から乖離している程度を示す指標 
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表 4 尺度得点から得られた因子間相関（３因子） 

 

 

 

 

 

因子分析の結果から，これらの尺度の相互連関の構造は容易に解釈することができ，因子分析

による構造の解釈から，これらの尺度の因子的妥当性が確認された。 

図 5-1 因子プロットと因子イメージ①  

 

この分析結果の解釈可能性の点から，8 つの尺度は，3 つの因子に分けられると言える。第 1

因子は，「協力して成果を生み出す力」で，協働力・自己管理能力・コミュニケーション力が属

する。第 2 因子は，「主体的創造的に道を開く力」で，主体性・独創力が属する。第 3 因子は，

「批判的に問題を解決する力」で，批判的思考力・問題解決力が属する。自己肯定感は，「協調

して働く力」と「主体的創造的に道を開く力」にほぼ同じ重みで負荷する。 

今後の得点の解釈として，８尺度得点を次のような群因子得点にすることが考えられる。 

  

 第一因子 第二因子 第三因子 

第一因子 1.00   

第二因子 0.75 1.00  

第三因子 0.67 0.75 1.00 

第
一

因
子

 

第
三

因
子

 

・協力して成果を生み出す力＝協働力＋自己管理能力+コミュニケーション力＋0.5*自己肯定感 

・主体的創造的に道を開く力=主体性+独創力＋0.5*自己肯定感 

・批判的に問題を解決する力＝批判的思考力＋問題解決力 

図 5-2 因子プロットと因子イメージ② 

 

第二因子 第二因子 
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(2)本調査における因子構造 

本調査から得られた 763 名分の自己評定データに対し，因子分析（３因子の探索的因子分析，

プロマックス回転，最尤法）を適用した結果を以下の表 5，表 6，図 6 に示す。この結果は，予

備調査のデータ分析の結果を再現するものであり，職場における自己評定の 3 因子の構造が再

現されている。このことにより，３因子によってまとめて解釈され得ることが示された。 

 

表 5 自己評定データから得られた因子負荷 

尺度得点 第一因子 第二因子 第三因子 共通性 複雑性 

協働力 0.74 0.12 0.12 0.88 1.11 

自己管理能力 0.54 -0.02 0.41 0.79 1.87 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力 0.43 0.28 0.32 0.90 2.63 

独創力 -0.02 0.75 0.25 0.88 1.22 

主体性 0.23 0.60 0.18 0.89 1.47 

自己肯定感 0.44 0.52 -0.05 0.76 1.97 

批判的思考力 0.14 0.24 0.65 0.95 1.36 

問題解決力 0.19 0.33 0.51 0.94 2.03 

 

表 6 自己評定データから得られた因子間相関 

 第一因子 第二因子 第三因子 

第一因子 1.00   

第二因子 0.80 1.00  

第三因子 0.79 0.79 1.00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 因子負荷と因子間相関を示したパス図 
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図 7 のようなイメージになり、「協力して成果を生み出す力」「主体的創造的に道を開く力」

「批判的に問題を解決する力」という三つの尺度構造を確認した。この群因子得点を利用する

ことによって，8 尺度の個々の得点によるプロフィールの意味を総合的に解釈することができ

ると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 企業で活躍する非認知能力のイメージ 

 

 

 

5-2 理想の上司，または望ましい部下に望むもの（自己評定と他者評定との評価傾向
の違い） 

 

本調査において，被調査者が思い浮べる「理想の上司」，または「望ましい部下」を自己評定

と同じ尺度項目を用いて評価してもらった結果について，自己評定と他者評定（上司評定・部

下評定）の評価傾向がはっきり分かれ，自己評定と上司，または部下への評定は異なるメカニ

ズムによってなされている可能性が高いことや，職場において強化・滋養すべき能力がキャリ

アに応じて異なることが示唆された（分析結果のまとめは，p.22 表 12）。 

(1)自己評定と上司評定間・部下評定間の相関分析 

➀自己評定と上司評定との関連，自己評定と部下評定との関連 

自己評定と上司評定との関連，自己評定と部下評定との関連をそれぞれ相関分析を行った

（次頁表 7，表 8）。 
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表 7 自己評定・上司評定間の相関係数 

 ｺﾐｭﾆ 

ｹｰｼｮﾝ力 
協働力 

自己管理

能力 

自己 

肯定感 
主体性 独創力 

批判的思

考力 

問題 

解決力 

ｺﾐｭﾆ 

ｹｰｼｮﾝ力 
0.58 0.56 0.53 0.61 0.63 0.62 0.60 0.59 

協働力 0.64 0.66 0.60 0.65 0.67 0.62 0.62 0.62 

自己管理 

能力 
0.61 0.60 0.65 0.59 0.63 0.58 0.62 0.61 

自己 

肯定感 
0.54 0.55 0.50 0.67 0.60 0.57 0.52 0.54 

主体性 0.57 0.55 0.52 0.61 0.62 0.63 0.57 0.57 

独創力 0.54 0.53 0.48 0.59 0.60 0.64 0.55 0.56 

批判的 

思考力 
0.60 0.58 0.56 0.61 0.64 0.63 0.64 0.63 

問題 

解決力 
0.61 0.59 0.56 0.61 0.65 0.65 0.63 0.63 

注) 行が自己評定，列が部下評定。同一尺度間の相関は赤字 

 

表 8 自己評定・部下評定間の相関係数 

 ｺﾐｭﾆ 
ｹｰｼｮﾝ力 

協働力 
自己管理

能力 
自己 

肯定感 
主体性 独創力 

批判的思
考力 

問題 
解決力 

ｺﾐｭﾆ 
ｹｰｼｮﾝ力 

0.70 0.70 0.59 0.67 0.70 0.66 0.67 0.67 

協働力 0.68 0.72 0.60 0.68 0.70 0.65 0.66 0.65 

自己管理 

能力 
0.63 0.66 0.65 0.64 0.65 0.62 0.63 0.64 

自己 

肯定感 
0.56 0.57 0.45 0.68 0.61 0.57 0.55 0.54 

主体性 0.63 0.62 0.52 0.64 0.68 0.62 0.61 0.62 

独創力 0.56 0.56 0.44 0.60 0.62 0.63 0.57 0.57 

批判的 
思考力 

0.67 0.67 0.59 0.65 0.69 0.67 0.69 0.69 

問題 
解決力 

0.66 0.67 0.58 0.67 0.69 0.67 0.67 0.68 

注) 行が自己評定，列が部下評定。同一尺度間の相関は赤字 

 

さらに，統計的有意性検定の結果と対角要素における相関係数の絶対値の大小を参考にする

と，自己評定・上司評定間においてはコミュニケーション力，自己評定・部下評定においては

独創力が他の尺度と比較して相対的に相関が低く，散布図からも，自身が持つ非認知能力を上

司または部下に求める程度が尺度間で異なることが分かった。自分のコミュニケーション力を

それほど評価しない人は，上司に対してコミュニケーション力を求めるという傾向（次頁図
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8）と，自分の独創力をそれほど評価しない人は，部下に対して独創力を求めるという傾向

（図 9）をうかがうことができる。 

 
図 8 コミュニケーション力における           図 9 独創力における 

上司評定と自己評定との関係               自己評定と部下評定との関係 

 

また，自己評定と上司評定・部下評定を比較した場合，自己評定・部下評定間の相関係数の方

が，自己評定・上司評定間の相関係数より平均的に大きかった（p.17 表 7，表 8）。この結果か

らは，理想の上司よりも望ましい部下に対しての方が，自身と似ていることを望む傾向がうかが

えた。 

 

➁自己評定と上司評定間・部下評定間を併せたデータセットの因子分析 

自己評定と上司評定間・部下評定間の類似点・相違点を検討するために，自己評定と上司評

定を併せたデータセット，自己評定と部下評定を併せたデータセットについて，それぞれ因子

分析（探索的因子分析，プロマックス回転，最尤法）を行った（次頁表 9，表 10）。 

その結果，いずれも 5 因子で説明することができ，２つの因子によって大部分が説明される

が，残りの因子において，上司評定と部下評定の類似点・相違点が見られることがわかった。 

類似点からは，自己肯定感・自己管理能力について，理想の上司または望ましい部下に対して

も，自分と同程度のものを求める傾向が強いと考えられる。 

自己評定データ・上司評定データを併せたデータのみに見られる特徴として，第三因子の因子

得点が高くなるほど，類似点で述べた両評定の自己肯定感に加え，上司評定の主体性・独創力も

増加する傾向が強いことから，理想の上司にどの程度主体性・独創力を求めるかは，自身の自己

肯定感によって変動するといえる。また，第五因子では，上司の協働力と独創力が反対の方向に

負荷しており，理想の上司に対して協働力を求めているときには独創力は求めていないと考え

られる。 
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表 9 自己評定データ，上司評定データを併せたデータの因子パタン 

尺  度 第一因子 第二因子 第三因子 第四因子 第五因子 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力 0.91 0.00 0.00 0.07 -0.01 

協働力 0.76 0.12 0.06 0.07 0.17 

自己管理能力 0.60 0.02 0.05 0.50 -0.05 

自己肯定感 0.74 -0.04 0.24 0.01 0.09 

主体性 0.93 -0.04 0.07 0.00 0.00 

独創力 0.98 -0.02 0.00 -0.11 -0.01 

批判的思考力 0.97 0.07 -0.14 0.05 -0.03 

問題解決力 0.96 0.06 -0.10 0.04 -0.02 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力 (上司) 0.02 0.96 0.02 -0.03 0.14 

協働力    (上司) 0.05 0.98 0.00 -0.11 0.30 

自己管理能力(上司) -0.08 0.90 -0.01 0.21 0.11 

自己肯定感  (上司) 0.05 0.51 0.49 0.03 -0.06 

主体性      (上司) 0.01 0.77 0.28 0.04 -0.07 

独創力      (上司) 0.09 0.74 0.23 -0.05 -0.20 

批判的思考力(上司) 0.04 0.99 -0.09 0.02 -0.07 

問題解決力  (上司) 0.04 0.98 -0.04 -0.02 -0.01 

注) 各尺度に絶対値で 0.2 以上の負荷を示す因子の因子負荷を赤字で示した 

 

表 10 自己評定データ，部下評定データを併せたデータの因子パタン 

尺  度 第一因子 第二因子 第三因子 第四因子 第五因子 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力 0.09 0.87 -0.08 0.00 0.20 

協働力 0.09 0.75 0.03 0.09 0.20 

自己管理能力 0.05 0.69 0.08 0.36 0.02 

自己肯定感 -0.12 0.77 0.31 0.05 0.04 

主体性 0.02 0.90 0.01 -0.04 0.06 

独創力 -0.01 0.94 0.02 -0.12 -0.03 

批判的思考力 0.11 0.93 -0.12 0.08 -0.04 

問題解決力 0.05 0.92 -0.02 0.09 -0.05 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力 (部下)  0.94 0.04 -0.06 -0.08 0.21 

協働力   (部下)  0.86 0.03 0.03 0.08 0.17 

自己管理能力(部下)  0.88 -0.10 -0.01 0.31 0.02 

自己肯定感 (部下)  0.61 0.05 0.47 0.04 -0.03 

主体性   (部下)  0.84 0.08 0.14 -0.07 0.05 

独創力   (部下)  0.85 0.06 0.15 -0.06 -0.05 

批判的思考力(部下)  0.96 0.04 -0.04 0.03 -0.01 

問題解決力 (部下)  0.94 0.04 0.00 0.07 -0.08 

注)  各尺度に絶対値に 0.2 以上の負荷を示す因子の因子負荷を赤字で示した 
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(2)高望み指数の分析 

 次に，自己評定よりも上司や部下などの他者に多くを望む程度を数値化した「高望み指数」

により，職場における理想の（望ましい）存在に，被調査者自身以上に求められる（ないしは

自分ほどには求められない）非認知能力のアセットを検討した。その結果，上司の方が部下よ

り高望みされることや，部下と比べて上司に高望みされる尺度と，そうではない尺度の存在が

明らかになった。 

具体的には，上司評定群，部下評定群のそれぞれにおいて，尺度ごとに上司評定または部下

評定の得点から自己評定の得点を減算したこの結果（表 11）を見ると，評定の乖離の程度は個

人差が大きく，また，群間・尺度間でも異なることがわかる。そのため，自分以上のものを求

める非認知能力のアセットは上司評定と部下評定とで異なる可能性があることが分かった。 

 

表 11 理想の上司・望ましい部下に対する評定と自己評定の乖離 

 上司評定群  部下評定群 

 平均 標準偏差 最小値 最大値  平均 標準偏差 最小値 最大値 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力 3.55 6.73 -23 32  1.70 5.20 -23 22 

協働力 2.78 6.18 -27 32  1.47 4.88 -14 20 

自己管理能力 2.09 5.08 -16 22  0.91 4.66 -13 20 

自己肯定感 1.98 5.33 -14 28  1.85 5.06 -14 26 

主体性 2.47 6.00 -15 26  1.28 5.15 -22 20 

独創力 2.49 6.16 -16 31  1.68 5.73 -23 22 

批判的思考力 2.71 6.41 -25 35  0.95 5.36 -18 22 

問題解決力 2.58 6.45 -28 36  1.20 5.40 -19 19 

 

この点を検討するために，以下の分析を行った。 

 まず，評定対象による平均得点とばらつきの違いを考慮するため，自己評定データ・上司評定

データ・部下評定データを標準化した上で，それぞれの尺度で上司評定または部下評定の得点か

ら自己評定の得点を減算した。この数値が大きいほど，その評定者（被調査者）はその尺度が反

映する非認知能力について，自分以上のものを上司または部下に求めていると考えられる（「高

望み指数」）。このようにして，763 名×8 尺度分の高望み指数のデータを得た。 
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 次に，この「高望み指数」は評定者，群（上司評定群・部下評定群），尺度の違いによって変

動することから，有意水準を 0.05 とした，２要因混合計画5の分散分析を適用した。独立変数は

群（上司評定群，部下評定群），8 つの非認知能力尺度であり，従属変数は高望み指数である。 

 分散分析の結果，群の主効果，尺度の主効果，群×尺度の交互作用効果6が有意であった。詳細

に調べるために，事後検定を行った結果を次に示す。 

 まず，群の主効果については，群は２水準しかないため，主効果が有意であった時点で，上司

評定群は部下評定群より有意に大きい高望み指数を示していることが分かった。次に，各尺度に

おける群の単純主効果7を検討した。これは，高望み指数を尺度別に群間で比較したとき，統計

的に有意な差がある尺度はいずれであるかを調べるものである。 

その結果，コミュニケーション力，協働力，批判的思考力，問題解決力の「高望み指数」は，

上司評定群のほうが部下評定群より有意に大きく，自己管理能力，自己肯定感，主体性，独創力

では群間で統計的に有意な差は見られなかった。以上の分析の要点をまとめると，次のようにな

る。 

 

平均的に見た場合 ・上司に対する高望み指数は，部下に対する高望み指数より大きい。 

尺度別に見た場合 ・コミュニケーション力，協働力，批判的思考力，問題解決力の高望み指数は，上

司評定において，部下評定より大きい。 

・自己管理能力，自己肯定感，主体性，独創力の高望み指数は異なるとは言えない。 

(上司評定群<部下評定群ではない) 

 

 

 

 
5 この調査では，上司評定か部下評定かという要因と，尺度の違いという 2 要因である。尺度の違いは，

同一の被調査者の間の違いであり，上司評定か部下評定かは，異なる被調査者の間の違いである。この

ような調査計画は，2 要因混合計画という。 

6 要因における違い（伝統的にこの要因によって区別される群を水準と呼ぶ）ではなく，二つの要因の組

み合わせによってデータの平均が高かったり，低くなっていることを指す。 

7
 交互作用がある場合に，一つの要因の水準を固定して，その水準において，もう一つの要因に差がある

かどうかを検討することが普通である。一方の要因の水準を固定した他の要因の効果を単純主効果とい

う。 
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表 12 自己評定と上司評定間・部下評定間のまとめ（相関分析，高望み指数の分析） 

 

 

 

分析手法

自己

評定
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力 協働力

自己管理

能力
主体性 独創力

批判的

思考力

問題

解決力
―

コミュ力

低い
求める (1)相関分析②

コミュ力の自己評定が低い人は、上司に対してコミュ力を求める

傾向がある

自己肯定

高い

自己肯定感の自己評定が高い人は、上司に対して主体性・独創力

を求める傾向がある

ー
上司に対して、自分の自己管理能力、自己肯定感と同じ状態を求

める傾向が若干高い

ー 求める 求めない
上司に対して協働力を求める場合は、独創力は求めない傾向があ

る

ー (2)高望み指数
上司に対して、協働力、コミュ力、問題解決力、批判的思考力を

求める傾向がある

独創力

低い
求める (1)相関分析②

独創力の自己評定が低い人は、部下に対して独創力を求める傾向

がある

ー (1)相関分析③
部下に対して、自分の協働力、コミュ力、自己管理能力、自己肯

定感と同じ状態を求める傾向がある（特に、協働力・コミュ力）

ー (1)相関分析②
上司よりも部下に対しての方が、自身と同じ状態を望む傾向があ

る

ー (2)高望み指数
自己管理能力、自己肯定感、主体性、独創力について、部下に求

めるものと上司に求めるものに差はみられない

比較

上司よりも部下に対しての方が自身と同じ状態を望む傾向

差がみられない

自己

肯定感

上司

評定

求める

求める

部下

評定 自分と同じ状態を求める

※特に傾向強い
自分と同じ状態を求める

(1)相関分析③自分と同じ状態を求める

求める

第一因子 協力して成果を生み出す力

(1)相関分析①第二因子 主体的創造的に道を開く力

第三因子 批判的に問題を解決する力

2
2
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5-3 属性による評価傾向の違い 

本調査で収集したデータについて，属性によって異なる尺度得点（ものさしの値）があるのか

を検証するために，自己評定データ・上司評定データ・部下評定データを被調査者の属性（①業

種，②会社規模，③現在の職種，④現在の会社での勤続年数，⑤現在の役職，⑥部下を持った経

験，⑦転職の希望（転職意欲）ごとに分けた上で，平均と標準偏差を計算した。加えて，これら

の属性別の尺度得点データに対し，尺度×属性の２要因混合計画の分散分析を行い，属性の分類

（業種であれば，何業であるかなど）間の尺度得点の違いの有無を検討した。この分散分析にお

いて尺度×属性の交互作用効果が有意であり，かつ属性の単純主効果が有意であれば，この違い

が存在すると考えられる。その場合に Shaffer の方法による多重比較8を適用し，分類されたグ

ループ間の尺度得点の大小関係に関する詳細な分析を行った。 

 

図 10 は，自己評定データについて，被調査者が従事する職種別に計算した，尺度得点の平均

値を示したものである。 

 

図 10 自己評定データの職種別尺度平均(エラーバーは標準偏差) 

 

 
8 分散分析において，有意な差異を見出した時に，その有意な差を生み出している水準間（あるいは群

間）の差がどのようなものであるかを検討する方法である。 
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それぞれの尺度ごとに分散分析を行った結果，すべての尺度において有意な差があり，各尺度

の得点が職種間で有意に異なることを示している。職種間の有意な差が，どの職種からの有意な

差に起因しているかを見出すために，多重比較法を適用した。その結果得られたこれらの大小関

係から，管理職に属する被調査者の非認知能力の自己評定は，他の職種の被調査者の自己評定よ

りほとんどの尺度において平均的に高いことがわかった（表 13）。 

 

表 13 尺度別・職種間の尺度得点の有意な大小関係 

尺 度 職     種 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力 

 

協働力 

 

管理職 

（役員・工場長・支配人等） 

＞ 事務職 

＞ 専門・技術職 

＞ 生産工程職（生産設備管理等） 

＞ 輸送・機械運転職, サービス職  

自己管理能力 ＞ 事務職 

自己肯定感 

＞ 事務職 

＞ 生産工程職（生産設備管理等） 

＞ サービス職 

＞ 輸送・機械運転職 

＞ 運搬・清掃・包装等職 

主体性 

＞ 事務職 

＞ 専門・技術職 

＞ 生産工程職（生産設備管理等） 

独創力 

＞ 事務職 

＞ サービス職 

＞ 生産工程職（生産設備管理等） 

批判的思考力 

＞ 事務職 

＞ サービス職 

＞ 生産工程職（生産設備管理等） 

＞ 輸送・機械運転職 

問題解決力 

＞ 事務職 

＞ サービス職 

＞ 生産工程職（生産設備管理等） 

＞ 輸送・機械運転職 

＞ 運搬・清掃・包装等職 

 

このようにして，自己評定，上司評定，部下評定について，分析を行った。その結果，自己評

定については，③現在の職種，⑤現在の役職，⑥部下をもった経験，⑦転職の希望に特徴がみら

れた（次頁表 14）。一方，上司評定データ・部下評定データでは属性の違いによって違いがほと

んど見られなかった。 

  



25 

 

表 14 基礎統計の属性別分析のまとめ（有意な結果が得られた尺度のみ記載） 

属  性 評定の対象 
尺度×属性の 

交互作用効果 

単純主効果 

（多重比較） 
解  釈 

①業種 自己評定 有意 ― ― 

③現在の職種 自己評定 有意 有意 管理職に属する被調査者の

自己評定は，他の職種の被

調査者よりほとんどの尺度

において平均的に高い 

⑤現在の役職 自己評定 有意 有意 役職のない被調査者の自己

評定は，役職を持つ被調査

者の自己評定どの尺度にお

いても平均的に低い 

⑥部下を持った経験 

（最大部下人数） 

※経験した最大の部下

の人数によって 8 分

類し分析 

自己評定 有意 有意 部下を持った経験がある被

調査の自己評定は，部下を

持った経験のない被調査者

よりどの尺度においても平

均的に高い 

部下評定 協働力・自己

肯定感有意 

最大部下人数 5~9

名の場合，部下を

持った経験がない

場合よりも自己肯

定感について有意 

― 

⑦転職の希望 

（転職意欲） 

※回答パタンによって

10 分類し分析 

自己評定 有意 自己肯定感のみ 

有意な傾向 

現状に満足している被調査

者の自己評定は，転職を希

望している被調査者より自

己肯定感において平均的に

高い 

部下評定 有意 ― ― 

 

この結果から，キャリアが高い人は，非認知能力の自己評定が高く，職場における役割に応

じて，自身の非認知能力に関する認識が異なることが考えられ，さらに，非認知能力の平均的

な自己評定は，自身が日々行う仕事以外の要素よりも，むしろ，自身の役割によって左右され

る割合が大きい可能性が示唆された。また，上司評定データ・部下評定データでは属性の違い

によって違いがほとんど見られなかったことから，理想の上司や望ましい部下に望むものは企

業の役員・正社員の間で共通している可能性がある。 
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6 本研究の成果と課題 

本研究により，多面的な非認知能力の評価のための測定範囲の設定，およびデータに基づく

客観的な判断基準（指標）を定めることができ，日本の企業における社員の非認知能力を測る

基礎ができたと考えられる。また，他者評定におけるバイアスにおいても参考となる結果を得

ることができた。さらに，各属性との関連についても，妥当な結果を得ることができた。 

 

研究の最終目的は，企業におけるパフォーマンス評価のために，非認知能力を多面的に測定

した結果を評価するシステムを開発し，人事評価において活用することである。そのために今

後必要となる研究は次の通りである。 

・現実的な業務遂行におけるパフォーマンスにどのような非認知能力が関連しているのかを

調べる。すなわち，現実の職場における上司，同僚，部下からの評価と，開発された評価

システムによる本人の非認知能力特性との関連を多次元的に分析する。コンピテンシーと

の違いにも留意する。 

・企画に賛同する企業と協力して，この評価システムから得られる知見を職場のリーダーと

共有し，職場への働きかけとして，どのようなフィードバックを与えればよいかを検討

し，その効果を検証する。いくつかの事例を集め，本評価システムから得られる情報が，

どのように利用すれば企業の生産性に寄与するかについて知識を蓄積する。 

・本研究から得た 80 の尺度項目に基づいた測定を重ね，尺度項目を増やすことにより，測

定の機会の度に，違う尺度項目によって評価することができるアイテムバンクを構築す

る。 
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別表 

別表 1 「下位項目」一覧表 

能力の要素 
第 1 下位項目 

グループ 

第 2 下位項目 

グループ 

第 3 下位項目 

グループ 

第 4 下位項目 

グループ 

④問題解決力 論理的思考力 

 

思考力（学力の 3 要素） ― ― 

理解力 

自己の理解度・対応可能範囲の把握(メタ

記憶) 等 

課題発見力 問題発見力 課題発見，問題発生予測 

課題設定力 情報収集 

観察力 

現状把握  

原因把握 等 

遂行準備力 目標設定 ― 

計画力 

構築力(含:優先順位付) 

企画力 等 

対処力 判断力(学力の 3 要素) 

表現力(学力の 3 要素) 

活用力-知識活用 

活用力-資源活用(資料･情報) 

発想力 

決断力 

推進力 

発信力 

情報共有力 

対応力-柔軟的対応 

対応力-臨機応変さ 

対応力-資源活用(経験･人材) 

成果の見直しを次に生かす力 等 

⑤批判的思考力 論理的思考力 思考力(学力の 3 要素) ― ― 

主観的な事柄と客観的な事柄の区別 

根拠に基づいた判断（含:関連性の見極め） 

筋道立てて考える  

情報選択 

情報分析 

視点取得 客観的視点 

他者視点 

社会的視点 

複眼的な視点 

俯瞰的な視点 

(含:多数の分野の関連) 

自己の思考・行動の評価 

(メタ認知) 

― 

⑥協働力 所属意識 ― ― ― 

他者との関わり方 協調姿勢 

他者への協力(行動) 

他者視点での協調(気持ち) 

他者調整 

⑦コミュニケー

ション力 

他者の考えの理解 

(受信・理解) 

他者情報の読み取り ― ― 

傾聴力 

自己の考えの表現 

(発信) 

論理的(効果的)な説明 

注意･忠告 

感情･気持ちの伝達 

考え･意志の伝達 

要求の伝達 

誤解の修正 

自己調整による伝達 
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⑧主体性 新しいことへの意欲 ― ― ― 

向上心 

やり遂げる意欲 

目標達成への意欲 

自己の考え･意志 

自己の行動に対する意志 

主張姿勢 

行動の自発性 

周囲との関わりに対する姿勢 

問題対処姿勢 

自立心 

⑨自己管理能力 メタ認知 自己分析，自己認知，認知してい

る事柄の認知 等 

― ― 

自己調整力 セルフ･コントロール 感情のコントロール 感情の抑制 

感情の制御 

感情の統制 

認知のコントロール 
思考 

思考の転換 

柔軟な思考 

注意 

集中力 

注意力 

持続力 

行動のコントロール 身の回りの管理 

自己の対応可能範囲の管

理･計画的遂行 

ルール･マナーにおけるセ

ルフ･コントロール 

自己の欲求(内的要因)･誘

惑(外的要因)におけるセ

ルフ･コントロール 

義務におけるセルフ･コン

トロール 

困難におけるセルフ･コン

トロール 

判断･対処におけるセル

フ･コントロール 

対人行動におけるセルフ･

コントロール 

ストレスマネジメント ― ― 

健康管理 

⑩自己肯定感 自己効力感 ― ― ― 

自尊意識 

自己の存在の肯定 

他者との比較による自信 

他者からの評価への自信 

勉強への自信 

経験に基づく自信 

⑭探究心 ― ― ― ― 

⑮共感性 ― ― ― ― 

⑯道徳心 ― ― ― ― 

⑰倫理観 ― ― ― ― 

⑱規範意識 ― ― ― ― 

⑲公共性 ― ― ― ― 

⑳独自性 ― ― ― ― 

※⑨自己管理能力の第 5 下位項目以下は省略。 
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別表 2 下位項目一覧表の網羅状況 

 

※質問項目として網羅している部分を色塗り。 

 

 

能力の要素
第1下位項目

グループ

第4下位項目

グループ
分類 能力の要素

第1下位項目

グループ

第4下位項目

グループ

客観的視点 客観的視点
複眼的な視点 複眼的な視点
俯瞰的な視点 俯瞰的な視点
(含:多数の分野

の関連)

(含:多数の分野

の関連)

自己の思考・行動

の評価(メタ認知)

自己の思考・行動

の評価(メタ認知)
所属意識 所属意識

他者の考えの理解 他者の考えの理解
(受信・理解) (受信・理解)

⑳独自性 ⑳独自性
新しいことへの意

欲

新しいことへの意

欲
向上心 向上心

やり遂げる意欲 やり遂げる意欲

目標達成への意欲 目標達成への意欲

自己の考え･意志 自己の考え･意志
自己の行動に対す

る意志

自己の行動に対す

る意志
主張姿勢 主張姿勢
行動の自発性 行動の自発性
周囲との関わりに

対する姿勢

周囲との関わりに

対する姿勢
問題対処姿勢 問題対処姿勢
自立心 自立心

メタ認知 メタ認知

感情の抑制 感情の抑制
感情の制御 感情の制御
感情の統制 感情の統制
思考の転換 思考の転換
柔軟な思考 柔軟な思考
集中力 集中力
注意力 注意力
持続力 持続力
身の回りの管理 身の回りの管理
自己の対応可 能範 囲の

管理･計画的遂行

自己の対応可 能範 囲の

管理･計画的遂行
ルール･マナーにおける

セルフ･コントロール

ルール･マナーにおける

セルフ･コントロール
自己の欲求(内的要因)･

誘惑(外的要因)における

セルフ･コントロール

自己の欲求(内的要因)･

誘惑(外的要因)における

セルフ･コントロール
義務におけるセルフ･コ

ントロール

義務におけるセルフ･コ

ントロール

困難におけるセルフ･コ

ントロール

困難におけるセルフ･コ

ントロール
判断･対処におけるセル

フ･コントロール

判断･対処におけるセル

フ･コントロール
対人行動にお ける セル

フ･コントロール

対人行動にお ける セル

フ･コントロール

自己効力感 自己効力感
自尊意識 自尊意識
自己の存在の肯定 自己の存在の肯定
他者との比較によ

る自信

他者との比較によ

る自信
他者からの評価へ

の自信

他者からの評価へ

の自信
勉強への自信 勉強への自信
経験に基づく自信 経験に基づく自信

⑭探究心 ⑭探究心
⑮共感性 ⑮共感性
⑯道徳心 ⑯道徳心
⑰倫理観 ⑰倫理観
⑱規範意識 ⑱規範意識
⑲公共性 ⑲公共性
⑪実行力 ⑪実行力
⑫統率力 ⑫統率力
⑬創造性 ⑬創造性

質問項目（第1段階終了時） 質問項目（最終段階終了時）

第2下位項目

グループ

第3下位項目

グループ

第2下位項目

グループ

第3下位項目

グループ

自己の理解度・対応可能範囲の

把握(メタ記憶) 等

自己の理解度・対応可能範囲の

把握(メタ記憶) 等

④問題解決力

論理的思考力

思考力（学力の3要素）

新しい時代の

学び

④問題解決力

遂行準備力

目標設定

活用力-資源活用(資料･情報)

情報収集
観察力 観察力
現状把握 現状把握
原因把握 等 原因把握 等

課題発見力

問題発見力 課題発見，問題発生予測

課題発見力

問題発見力 課題発見，問題発生予測

課題設定力

情報収集

課題設定力

論理的思考力

思考力（学力の3要素）
理解力 理解力

企画力 等 企画力 等

対処力

判断力(学力の3要素)

対処力

判断力(学力の3要素)

遂行準備力

目標設定
計画力 計画力
構築力(含:優先順位付) 構築力(含:優先順位付)

活用力-資源活用(資料･情報)
発想力 発想力

表現力(学力の3要素) 表現力(学力の3要素)
活用力-知識活用 活用力-知識活用

発信力 発信力
情報共有力 情報共有力

決断力 決断力
推進力 推進力

対応力-資源活用(経験･人材) 対応力-資源活用(経験･人材)
成果の見直しを次に生かす力 等 成果の見直しを次に生かす力 等

対応力-柔軟的対応 対応力-柔軟的対応
対応力-臨機応変さ 対応力-臨機応変さ

思考力(学力の3要素)
主観的な事柄と客観的な事柄の

区別

主観的な事柄と客観的な事柄の

区別

⑤批判的思考力

論理的思考力

思考力(学力の3要素)

⑤批判的思考力

論理的思考力
根拠に基づいた判断（含:関連

性の見極め）

情報選択 情報選択
情報分析 情報分析

根拠に基づいた判断（含:関連

性の見極め）
筋道立てて考える 筋道立てて考える

視点取得
他者視点

社会的視点
視点取得

他者視点

社会的視点

⑥協働力 ⑥協働力
他者との関わり方

協調姿勢

他者との関わり方
他者視点での協調(気持ち) 他者視点での協調(気持ち)
他者調整 他者調整

協調姿勢
他者への協力(行動) 他者への協力(行動)

⑦ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力

他者情報の読み取り

⑦ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力

他者情報の読み取り
傾聴力 傾聴力

感情･気持ちの伝達 感情･気持ちの伝達
考え･意志の伝達 考え･意志の伝達

自己の考えの表現

(発信)

論理的(効果的)な説明

自己の考えの表現

(発信)

論理的(効果的)な説明
注意･忠告 注意･忠告

自己調整による伝達 自己調整による伝達

要求の伝達 要求の伝達
誤解の修正 誤解の修正

能力発揮の

原動力

⑧主体性

⑨自己管理能力 ⑨自己管理能力

⑧主体性

⑩自己肯定感 ⑩自己肯定感

注意 注意

行動のコントロール 行動のコントロール

ストレスマネジメント ストレスマネジメント

自己調整力
セルフ･コントロール

感情のコントロール

自己調整力
セルフ･コントロール

感情のコントロール

認 知 の コ ン ト

ロール

思考
認 知 の コ ン ト

ロール

思考

健康管理 健康管理

向社会性

実社会において

発揮される能力



30 

 

別表 3 調査実施時の下位項目網羅状況と最適な尺度項目選択後の下位項目網羅状況 

 

※質問項目として網羅している部分を色塗り。 

 

 

能力の要素
第1下位項目

グループ

第4下位項目

グループ
分類 能力の要素

第1下位項目

グループ

第4下位項目

グループ

客観的視点 客観的視点
複眼的な視点 複眼的な視点
俯瞰的な視点 俯瞰的な視点
(含:多数の分野

の関連)

(含:多数の分野

の関連)

自己の思考・行動

の評価(メタ認知)

自己の思考・行動

の評価(メタ認知)

所属意識 所属意識

他者の考えの理解 他者の考えの理解
(受信・理解) (受信・理解)

⑳独自性 ⑳独自性
新しいことへの意

欲

新しいことへの意

欲

向上心 向上心

やり遂げる意欲 やり遂げる意欲

目標達成への意欲 目標達成への意欲

自己の考え･意志 自己の考え･意志
自己の行動に対す

る意志

自己の行動に対す

る意志

主張姿勢 主張姿勢
行動の自発性 行動の自発性
周囲との関わりに

対する姿勢

周囲との関わりに

対する姿勢

問題対処姿勢 問題対処姿勢
自立心 自立心

メタ認知 メタ認知

感情の抑制 感情の抑制
感情の制御 感情の制御
感情の統制 感情の統制
思考の転換 思考の転換
柔軟な思考 柔軟な思考
集中力 集中力
注意力 注意力
持続力 持続力
身の回りの管理 身の回りの管理
自己の対応可 能範 囲の

管理･計画的遂行

自己の対応可 能範 囲の

管理･計画的遂行

ルール･マナーにおける

セルフ･コントロール

ルール･マナーにおける

セルフ･コントロール
自己の欲求(内的要因)･

誘惑(外的要因)における

セルフ･コントロール

自己の欲求(内的要因)･

誘惑(外的要因)における

セルフ･コントロール
義務におけるセルフ･コ

ントロール

義務におけるセルフ･コ

ントロール

困難におけるセルフ･コ

ントロール

困難におけるセルフ･コ

ントロール

判断･対処におけるセル

フ･コントロール

判断･対処におけるセル

フ･コントロール

対人行動にお ける セル

フ･コントロール

対人行動にお ける セル

フ･コントロール

自己効力感 自己効力感
自尊意識 自尊意識
自己の存在の肯定 自己の存在の肯定
他者との比較によ

る自信

他者との比較によ

る自信

他者からの評価へ

の自信

他者からの評価へ

の自信

勉強への自信 勉強への自信
経験に基づく自信 経験に基づく自信

⑭探究心 ⑭探究心
⑮共感性 ⑮共感性
⑯道徳心 ⑯道徳心
⑰倫理観 ⑰倫理観
⑱規範意識 ⑱規範意識
⑲公共性 ⑲公共性
⑪実行力 ⑪実行力
⑫統率力 ⑫統率力
⑬創造性 ⑬創造性

⑩自己肯定感

⑨自己管理能力

自己調整力
セルフ･コントロール

感情のコントロール

認 知 の コ ン ト

ロール

思考

注意

行動のコントロール

ストレスマネジメント
健康管理

⑧主体性

⑦ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力

他者情報の読み取り
傾聴力

自己の考えの表現

(発信)

論理的(効果的)な説明
注意･忠告
感情･気持ちの伝達
考え･意志の伝達
要求の伝達
誤解の修正
自己調整による伝達

⑥協働力
他者との関わり方

協調姿勢
他者への協力(行動)
他者視点での協調(気持ち)
他者調整

対応力-臨機応変さ
対応力-資源活用(経験･人材)
成果の見直しを次に生かす力 等

⑤批判的思考力

論理的思考力

思考力(学力の3要素)

主観的な事柄と客観的な事柄の

区別

根拠に基づいた判断（含:関連

性の見極め）
筋道立てて考える
情報選択
情報分析

視点取得
他者視点

社会的視点

構築力(含:優先順位付)
企画力 等

対処力

判断力(学力の3要素)
表現力(学力の3要素)
活用力-知識活用
活用力-資源活用(資料･情報)
発想力
決断力
推進力
発信力
情報共有力
対応力-柔軟的対応

質問項目（最終段階終了時）

第2下位項目

グループ

第3下位項目

グループ

④問題解決力

論理的思考力

思考力（学力の3要素）
理解力

自己の理解度・対応可能範囲の

把握(メタ記憶) 等

課題発見力

問題発見力 課題発見，問題発生予測

課題設定力

情報収集
観察力
現状把握
原因把握 等

遂行準備力

目標設定
計画力

質問項目（最適な尺度項目選択後）

第2下位項目

グループ

第3下位項目

グループ

④問題解決力

論理的思考力

思考力（学力の3要素）

新しい時代の

学び

理解力

自己の理解度・対応可能範囲の

把握(メタ記憶) 等

課題発見力

問題発見力 課題発見，問題発生予測

課題設定力

情報収集
観察力
現状把握
原因把握 等

遂行準備力

目標設定
計画力
構築力(含:優先順位付)
企画力 等

表現力(学力の3要素)
活用力-知識活用
活用力-資源活用(資料･情報)
発想力
決断力
推進力
発信力

対処力

判断力(学力の3要素)

情報共有力
対応力-柔軟的対応
対応力-臨機応変さ

主観的な事柄と客観的な事柄の

区別

根拠に基づいた判断（含:関連

性の見極め）

対応力-資源活用(経験･人材)
成果の見直しを次に生かす力 等

⑤批判的思考力

論理的思考力

思考力(学力の3要素)

筋道立てて考える
情報選択
情報分析

視点取得
他者視点

社会的視点

⑥協働力
他者との関わり方

協調姿勢
他者への協力(行動)
他者視点での協調(気持ち)
他者調整

⑦ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力

他者情報の読み取り
傾聴力

自己の考えの表現

(発信)

論理的(効果的)な説明
注意･忠告
感情･気持ちの伝達
考え･意志の伝達
要求の伝達
誤解の修正
自己調整による伝達

⑧主体性

能力発揮の

原動力

⑨自己管理能力

自己調整力
セルフ･コントロール

感情のコントロール

認 知 の コ ン ト

ロール

思考

注意

行動のコントロール

ストレスマネジメント
健康管理

⑩自己肯定感

向社会性

実社会において

発揮される能力
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